大阪府障がい児者支援広域連絡調整会議　報告書
大阪府障がい児者支援広域連絡調整会議事務局
（大阪府障がい者自立相談支援センター地域支援課）
今年度開催の広域連絡調整会議では、共通に挙げられた項目や広域的な課題について、各市町村から具体的事例、協議内容や方策、提言・解決策等の報告をいただいた。
以下は、その報告のまとめである。
地域課題１
「重度、重複障がい児（者）で医療的ケアの必要な人への支援」

１．市町村から提供のあった事例における必要とされている医療的ケアの内容

　　人工呼吸器、気管切開、鼻腔、胃ろう、痰吸引、導尿、酸素療法　など

２．課題

（１）医療的ケアを伴うショートステイ受入れ施設の確保
①医療機関も含めた施設の確保
②利用可能施設に関する情報の提供
（２）医療ケアを担う人材の確保と育成
①制度上の課題整理

②医療的ケアに関する指針、ガイドライン

③研修による人材育成（特にホームヘルパーに対する）
（３）医療ケア対応のできる日中活動の場の確保

①看護師の確保

②通学、通所時の医療ケア
３．市町村における対応状況
（１）福祉サービスの現状等
　①和泉市　
・年少児ショートスティ受け入れ施設でも2歳からの受入れ
・ショートスティ受け入れ施設として、他府県の施設を利用
　②箕面市　
・市立小中学校（市教委）では、必要時学校に看護師介助員の配置。リフト車による送迎支援。また、府立支援学校児には通学バス利用ができないため、市独自で重度障がい児車両送迎事業を実施している。（現在見直しがかかっている）

④交野市

・公立の知的障がい者通所授産施設で、日中活動の場の対応

・災害時の本人（特定）支援対応マニュアルの作成と共有
⑤摂津市　
・通学について市社協に依頼して、ヘルパーが同乗している。
· その他、参考資料⑨－１を参照
（２）地域における協議会等の設置

○東大阪市　
・「地域に広がれ医療ケア連絡会」の開催
・「医療的ケア支援システムプロジェクト」の設置　

・構成は、療育等通園施設、生活介護事業所、グループホーム、ケアホーム、当事者の保護者

　○大東市
・「医療的ケア支援プロジェクト」の設置

　・構成：障がい福祉サービス事業所、相談支援事業所、保護者、受け入れ施設

　○枚方市　

「医療的ケアに関する懇談会」の開催
４．考えられる方策
（１）「医療的ケア」に関する知識の周知

・関係者間の認識の共有、広く理解の推進、保護者への指導の充実（退院時指導等）
（２）医療的ケアを担う人材確保

（３）医療的ケアに関する指針、ガイドライン等の作成
・同意書の取り交わし、手技の内容、手順など
（４）対象となる人材（特にホームヘルパー）への研修、講習会を実施

　・訪問看護の看護師が、ホームヘルパーとしても活動できるよう事業所に登録できる

しくみをつくる。

（５）福祉サービスの確保
①ショートスティの確保

施設と医療機関において確保する。医療機関では、市民病院への働きかけをすすめる。
　　ショートスティ利用可能機関などの情報提供システムの整備

②日中活動の場、通所先の確保。通所施設や、日中一時支援事業所への看護師の配置。
市単位では、利用者数が限られるため、市町村間相互利用などの検討が必要。
　③生活介護事業所、重度訪問介護事業所の増。

（６）府立支援学校の通学にかかる送迎

・看護師を配置するなどの通学手段の確保
（７）医療、介護保険、福祉サービスの連携
課題２
「障がい児（者）支援にかかる教育と福祉の連携」

１．課題

（１）相談支援に関する教育機関との連携
①個人情報の共有

②福祉制度に関する教育機関への周知

③ライフステージに沿った支援の連続性

（２）放課後・長期休暇中の支援連携

活動の場の確保

（３）通学支援

通学支援における役割分担

２．市町村における教育と福祉の連携状況

○松原市

・地域自立支援協議会に「障がい児部会」の設置。児童から成人までの支援の連続をめざしている。
○富田林市
　・府立支援学校との連絡調整会議、小・中学校との連絡調整会議、市教委と福祉関係機関（市障がい担当課、相談支援事業所等）との連携をすすめている。
○東大阪市　
・「子どもの発達支援ネットワーク協会」の設置
○茨木市　
・「子ども支援プロジェクト」を地域自立支援協議会の部会として設置
・支援学校高等部3年の卒業前個別こんだん会を学校と相談支援事業所と共に実施
○門真市
・「子ども関係機関連絡会」を設置。普段から、府立支援学校と情報交換を実施
○守口市
・地域自立支援協議会に「障がい児部会」の設置
○羽曳野市
　・地域自立支援協議会で「支援ブック」を作成の際、教育委員会に協力要請。それが連携のきっかけとなった。
○高石市
・学校も含め個別支援会議の開催

　

※事例をとおして、学校や教育委員会との連携が行われている。
３．考えられる方策
（１） 情報の共有のあり方（個人情報との関係）
①学校側への相談支援事業所の周知、顔の見える関係づくり
②学校から相談できるようなシステムづくり
③障がい福祉制度の学校への周知
④放課後、長期休暇中の活動場所の確保
⑤学童保育を超える年齢、小４以降の活動場所。学童保育の充実

⑥日中一時支援の充実　
⑦長期休暇中の府立支援学校の利用   等
（２）通学支援

　○箕面市
・保護者の就労や病気の場合、証明書を発行し、移動支援サービスを提供しているが、本来、教育側から検討が必要ではないか。
地域課題３
「障がい者の虐待にかかる相談システムの整備」

（地域における障がい者虐待の実態を把握するため、市町村における事例等について報告）

１．課題

（１）地域ネットワーク
・早期発見、相談、情報共有に必要な体制づくり

（２）虐待に関する定義

・共通の認識と対応に関するガイドライン
２．市町村における状況

　　各市町村の事例　　　参考資料⑨－３
地域課題新規（報告のみ）
　　岸和田市　高次脳機能障がいのある方への支援について
　　和泉市　　障害福祉課の一角に「何でも相談コーナー」設置

地域自立支援協議会の事務局も担当している。

　　富田林市　困難ケースについて。施設入所も難しいケースの緊急対応をどうするか。
　　島本町　　グループホーム、ケアホーム、施設等、社会資源の整備

　　摂津市　　退院促進事業の事例

　　茨木市　　新型インフルエンザ対策について、事業所の休業中の、障がい者の相談支援はどうするか、早急な計画が必要
　　交野市　　発達障がい者支援について研修会の実施

　　守口市　　精神障がい者支援のために、守口市特有のパンフレットの作成。

　　大東市　　療護施設からの地域生活移行。６５歳をこえているため、介護保険の対象。地域生活を整える上で課題。移行する事の困難さがある。

　　四條畷市　緊急時に対応できるよう、柔軟な福祉サービスの運用
　　寝屋川市　上記と同様。

　　　　　　　精神障がい者の地域生活移行のための社会資源の決定的不足

　　高石市　　精神障がい者への支援。ホームヘルパーの対応
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